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市場における新製品拡散予測
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1. はじめに

新製品が市場でどれだけ売れるかを事前に知ること

は，経営者や製品の開発者でなくとも興味のあること

であろう.とはいっても，これは容易なことではない.

市場における新製品拡散は，市場構造，製品特性，消

費者行動等の多くの要因が複雑に絡み合って起きてい

る上，さらに不測の社会・経済の変化も加わる.仮に

複雑な新製品拡散メカニズムを解き明かすことができ

たとしても，社会・経済の変化の予測は難しい. とす

れば，新製品の販売量を正確に予測することはほとん

ど不可能に近い.

それでは新製品の販売量の予測を試みることは意味

のないことかというと，そうとばかりはいえない.も

ちろん不測の要素がある以上.100%確実に新製品の販

売量を知ることは不可能であろうが，それら不測の要

素は考慮できなくとも，現実の現象に関わっている本

質的要因を見極め，それを考慮して新製品の販売予測

をすることは，市場構造や消費者行動を理解すること

につながり，販売政策決定にも役立つであろう.

ところで，微分方程式はいくつかの量のごく微少な

時間における変化に着目し，それらの聞に成り立つ関

係を記述するが，それを解いてある程度長い時聞の挙

動を眺めてみると，大局的な様子もかなりよく表わし

ていることに気づくことが多い.人聞が直接関与しな

い自然現象では，特にそのような例が多く知られてい

て，理工学の分野で微分方程式が多〈活躍している.

筆者の 1 人は振動現象の数値解析に携わっているた

め，微分方程式の持つ説明力の強さを常々認識し，社

会・経済現象についても広〈微分方程式の活躍する場

があるのではないかと感じていた.そこで，次節で述

べるパスモデルによる新製品拡散の挙動の記述に興味

を持った.そして，耐久消費財を対象に，パスモデル

さかもとしげるべもりむらひでのり H
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による，つまり微分方程式による製品拡散現象の記述

力の確認を行なってみた.

そうしてみると，成熱製品においては，いったん，

かなりの程度の消費者に普及した後，いくらかの時間

を経過すると. (特に新モデルの発売を契機に)買い替

え需要が喚起きれ，それが新たな購入者層を形成し，

なかなか真の飽和状態にはならないことに気がついた.

このような状況を表現するには，買い替え需要という

ものをモデルにとりいれる必要があると考え，耐久消

費財を対象に，買い替えを考慮した新製品拡散モデル

を先に発表した [3J. 本稿では，このモデルを販売予

測に用いたとすればどのような結果になったかをシミ

ュレートして，読者のご参考に供したい.

2. 新製品拡散モデル

2.1 パスモデル

耐久消費財の市場への普及を扱ったモデルとしては，

パスモデル (Bass modeI) [1 J がよく知られている.

パスモデルは次式で表わされる.

dx/dt= (ρ+qx) (N-x) (1) 

ただし，

x 製品の累積販売量

.゙ q 製品拡散強度を表わす係数

N 達成きれ得る最大の需要量(本稿では飽和需

要量と呼ぶことにする)

である.

パスモデルは，製品の販売量の増加率が 2 つの要因

から決まるとしている.すなわち， 1 つはinnovation と

呼ばれ，製品の既購入者とは無関係に，いわば消費者

個人が独自の意思決定にもとついて製品を購入するこ

とによる製品拡散である.もう 1 つはimitation と呼ば

れ，これは製品の既購入者が口コミ等によって未購入

者を製品購入に引き込むことによる製品拡散である.

係数ρ q はそれぞれの製品拡散要因による普及の強

きを表わす.これらのマーケティング上の意味は，宣

伝・広告力をはじめとし，製品の持つアピール度，流

行や消費者ニーズにマッチした度合い，さらには価格
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面をも含む販売促進の強きを一括して表現するものと

とらえることができる.パスモデルについての解説は

数多くあり，たとえば最近の本誌にも [4J がある.

2.2 鶴合型パスモデル

パスモデルに競争をとりいれた競合型パスモテゃルも

提案されている [2]. これは 2 種の製品の競争を考

える場合，次式で表わされる.

dx1/ dt= (ρl+q尚一 v必) (N -Xl-X.) � 
(2) 

ぬ/dt=(ぁ+Q2X. -V2Xl) (N -Xl 一ゐ) ) 

ここで，

Xi 製品 i の累積販売量

ρ i， q i 製品 i の拡散強度を表わす係数

N 飽和需要量

であり，また係数 Vi は，一方の製品 i が他方の製品 j

により普及を抑制される度合い，いわば製品 i が競合

によって受ける影響係数と解釈できる.式(2)は，競合

製品の存在が，未購入者を減らすとともに，他方の製

品拡散を抑制する方向に働くことを示している.なお，

競合型パスモデルは， n(n 孟 2)種の製品の競争の場

合にも拡張されている [2].

2.3 買い替えを考慮したパスモデル

上記のパスモデル，あるいは市場競争を考える場合

は競合型パスモデルに，次のように買い替えによる影

響をとりいれよう.

まず，すでに製品を購入した消費者が買い替えを考

えたとき，再ぴ製品を購入する可能性を持つ消費者と

して飽和需要量に加わるとみなす.この買い替えにま

わるまでの期間は消費者によって異なるので，これは

確率変数であるとする.その分布は密度関数が次式で

表わされるワイブル分布で近似するのがよいであろう.

( O(O~r~五 γ)
f(τ)=1 

l aβ(r一 γ)~-lexp(-a(r一 γ)~)

(r> γ) 

(3) 

このとき，ある時点 t において製品 i を購入した消

費者数は X i (t) なので(・は時間 t による微分)，過

去において製品 i を購入した消費者のうち，ちょうど

時点 t において買い替えにまわる消費者数ハ( t ) は，

rz(t)=f71(t T)/(τ) d τ (4) 

で表わされる.したがって，時点 t において買い替え

にまわっている消費者の総数R ，( t) は，

470 (22) 

Ri(t) = f:， 山)ぬ (5) 

と書ける.これが時点 t において飽和需要量に加わる

と考えることにより，消費者が買い替えにまわること

による飽和需要量の変化を表現することができる.た

だし ， T ，は製品 i の市場参入時点である.

ここで，飽和需要量の意味を明確にしておく必要が

ある.飽和需要量は達成され得る最大の需要量であり，

これはもともとは潜在需要 (potential adopters) であ

る.これに上で述べた買い替え需要が加わる.潜在需

要は，製品を購入する可能性を持つ人々の総数(購買

層と呼ぶことにする)であるから，今対象としている

耐久消費財の場合，その製品を購入することができる

だけの所得を持つ人々の総数で評価するのが 1 つの方

法と考えられる.

以上が買い替えのモデル化であるが，さらに，買い

替えの際にブランドロイヤリティを持つ消費者が販売

量に与える影響もモデルにとりいれる.

時点 t 。において，プランド h の製品 i が製品 j に移

行するとする.このとき，製品 i の既購入者で買い替

えにまわる消費者のうち，プランド k にロイヤリティ

を持つ消費者の割合を表わす係数 bkを導入する.そし

て，製品 i の既購入者で時点 t において買い替えにま

わる消費者のうち，プランド h にロイヤリティを持つ

消費者 b k r ，(t) は自動的に同一ブランドの製品 j を購

入し，残りの消費者 (l-bk)r ，(t) は他の製品も購入

する可能性を持つ消費者として飽和需要量に加わると

する.これより，プランドロイヤリティを持つ消費者

が買い替えに与える影響を考慮することができる.

3. 高級乗用車市場への適用

上で述べた考えにもとづき，実際の高級乗用車市場

の変遷過程を表現するモデルを作成して，計算結果を

実績データと比較してみた.利用したデータは， 1983 

年から 1990年 9 月までのセドリック/グロリア(ブラ

ンド1)，およびクラウン(ブランド 2 )の新モデルに

ついてのものである.高級乗用車市場は，考察の対象

とした時期，この 2 つのプランドでほとんどが占めら

れていた.

1983年 6 月に登場したセドリック/グロリアの新モ

デルを製品 1 ，周年 8 月のクラウンの新モデルを製品

2 , 1987年 6 月のセドリック/グロリアの新モデルを

製品 3 ，同年 8 月のクラウンの新モデルを製品 4 とす

る.
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3.1 計算方法

2.1で述べたように，パスモデルにはinnovation と，

imitation と呼ばれる 2 つの製品拡散の項がある.しか

し，今考えている乗用車は市場に登場してからすでに

長い期聞が経過しており，人々は製品を熟知している

といってよい.したがって，製品の既購入者が口コミ

等により未購入者を製品購入に引き込むような製品拡

散，すなわち imitationの項は小きいと考えられるの

で，ここではそれを無視し， innovationの項のみを考

えた.製品 i のinnovationの拡散強度を表わす係数を

ai(i= l, …, 4) ，また，買い替えにまわる消費者の

うち，プランド h にロイヤリティを持つ消費者の割合

を表わす係数をれほ= 1, 2) とする.

計算に必要なパラメータの値は，次のように定めた.

クラウン，セドリック/グロリアは高級乗用車なので，

平均的ユーザーは700-800万円以上の年収を持っと考

え，それらの所得者層を購買層と想定した.ただし，

国民の所得分布に関して得られたデータ [5J は 1987年

までのものであったので，それ以降は外挿して推定し

た値を用いた.すなわち， 1987年までの過去 3 年間は

ほぼ同数ずつ該当する所得者数が増加しているので，

1988年以降もこれと同数ずつ増加していると仮定した.

また，買い替えまでの期間の分布を決めるパラメー

タの値は， α=0.01， β=3.0， γ= 1. 2 と定めた.この

とき，買い替えまでの期間の分布は図 1 の 0) のよう

になる.これは現実の乗用車の買い替え年数の分布に

近いと考えてよいであろう.なお，図 1 の1)と 2)

のように，買い替えまでの期聞が 0) の場合よりも短

100 
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/ 1/ / 
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図 l 買い替えまでの期間の分布
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10 

い，あるいは長い分布となる場合についても考察し，

分布がこの程度の現実的な範囲であれば，ほぽ同様の

結果が得られることを確認している.

3.2 計算結果

まず，次の 3 ケースを計算した.

ケース 1 飽和需要量の変化を全〈考慮しないとき

ケース 2 購買層の(経時)変化を考慮、したとき

ケース 3 :購買層の変化，買い替えを考慮したとき

実績値と計算値が最もよく合う製品拡散強度を表わ

す係数 a i (i=l ， …， 4) の値を求めた結果，飽和需

要量の変化を詳しく考慮していくにしたがって，係数

a 1 と a 3' 係数 a 2 と a.の値が近くなる.これは，両ブ

ランドとも，モデルチェンジによって生まれた新製品

の市場に普及していく強きが，旧製品のそれと比べて

際だつて大きくなったわけで・はないことを示している.

極端な場合を考えると，モテ・ルチェンジがなきれでも

製品拡散強度はあまり変わらず，現実の販売量の増加

は，所得水準の向上等による購買層の増加や買い替え

によるものが支配的であり，それらで説明できない分

は，プランドロイヤリティを持つ消費者の購買による

との仮説を立てることも可能である.そこで，ケース

4 として購買層の変化，買い替え，ロイヤリティを考

慮し，今度は，両プランドとも 1987年のモデルチェン

ジの前後における製品拡散強度に全く変化はないと仮

定して，ブランドロイヤリティに関する係数 b.( k = 
1 , 2) だけをパラメータとして実績値と計算値を比較

した.その結果を図 2 に示す.

現実のマーケット現象との詳細な対応はつけにくい

が，対象としたのが成熟製品の乗用車であり，しかも

消費者によく知られた高級乗用車であることを考える

と，図 2 で示した結果は実際の販売動向をよく表現し

ているといってよいであろう.しかし，この結果のよ

うにモデルチェンジが製品拡散強度に変化を与えない

のであれば，開発費用をかけてモデルチェンジをする

必要がないのではないかとの意見もあり得ょう.これ

について，筆者らは製品拡散強度の振る舞いをもう少

し詳しく調べ [3J，製品拡散強度は時間的に減少して

おり，モデルチェンジはそれを元の強さまで引き上げ

る，すなわち製品の陳腐化を防ぐ役割をしていること

を指摘した.図 2 の結果は，製品拡散強度の詳細な変

化を無視したマクロな扱いの場合の結果である.

なお，図 2 では，データの初期には実績値と計算値

にやや差が見られるが，これは，実績データと計算結
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果の比較の対象とした時点以前にも， (1日モデルの)製

品は販売されており，それらの購入者による買い替え

が起きているにもかかわらず，計算ではそれを無視し

ているのが一因であると推定される.

4. 予測

それでは，このモデルを販売予測に用いたとしてみ

よう.

4.1 計算による予測結果

筆者らが，当初，実績値と計算値の比較に用いたの

は 1990年 9 月までのデータであったが，現時点ではそ

の後の実績データも公表されている.そこで， 1990年

150 

)4R E 100 

書面

書冊審 叩一
。

92 
時点(年)

製品拡散強度，ロイヤリティに関する係数の値は図 2 の
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プランド 2 :クラウン
プロット点:実績値 (1990年以降はプロット点を大きく

した)，実線:計算値

図 3 計算による予測結果
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9 月までのデータを知り得たとして，本モデ

ルを用いて，その後 (1991年と 1992年の 2 年

間)の販売量を予測することを想定する.

購買層の値は， 1987年までのデータから

1990年までの値を推定したのと同様に 1991年

以降も外挿して推定する.

本モデルを用いて計算した場合の予測結果

と販売実績の比較を図 3 に示す.なお，予測

する期間の実績データは [6] から引用した

が， 1990年以降は(月毎ではなく)年間デー

タしか掲載きれないため，本図でもそのよう

になっている.

4.2 考察

まず，予測結果について表 1 にまとめる.

表 1 実績債と予測値の比較

相対誤差(%)

プフンド 1 プフンド 2 平均値

1991年 14.8 3l.5 23.2 

1992年 17.9 33.8 25.9 

2 年間 16.4 32.7 24.5 

この結果を見ると，計算による予測の誤差は 2 年

間を通してのプランド 1 ，プランド 2 の平均値で評価

すると約 25% となる.いずれも実績値よりも予測値の

方が大きい.これは，バブル崩壊にはじまる長引く構

造不況という社会・経済の変化にみまわれ，自動車の

販売実績が不振であったことを考えると当然の結果で

あろう.

本稿では， 1990 年 9 月までの実績データを使ってそ

の後の販売量を予測するという設定になったが，

ちょうどこの時期がパプル崩壊の時期と一致し，

予測には当然のことながら不利である反面，本

モデルの外乱に対する強きを見るのには都合の

よい状況でもあった.この期間(現在も続いて

いるが)は，歴史の長い自動車産業も希にみる

大きな影響を受けたため，不況を考慮していな

い単純な計算による予測では十分な結果となら

なかったのは当然のことであろう.

そこで， 1991 年以降の飽和需要量Nを変えて

再計算してみる.バブル崩壊以後の販売不振は，所得

の伸び悩みと買い控えが主な要因と考えられる.本モ

デルにおける飽和需要量Nは購買層と買い替え需要か

らなるので，この値をパラメータとして，計算結果が

実績データと合うようなNの値を求めてみたのである.
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表 2 Nを 10%減らしたときの実績値と計算値の比較

相対誤差(%)

プフンド 1 プフンド 2 平均値

1991年 2.0 15.4 8.7 

1992年 0.04 15.6 7.8 

2 年間 0.95 15.5 8.2 

その結果を表 2 に示す.

上の表からわかるように，飽和需要量Nの値を当初

の評価よりも 10 %小さくすると，実績値と計算値が比

較的よく一致する.所得の伸び悩みと買い控えを含め

たおおまかな議論ではあるが，この飽和需要量の 10 % 

低下分が，バブル崩壊による落差と考えてよいであろ

う.そして，ここではこの縮小の度合いを予め考慮で

きなかったが，何らかの方法で所得の伸び悩みの程度

等を見込むことができれば，この方法で予測すること

も可能であることを示している.

神ならぬわれわれ人間には，未来を予見することは

不可能であるのはもちろんのこと，現実に生じている

現象であっても，新製品拡散のように複雑なメカニズ

ムを完全に解き明かすことは難しいであろう.しかし，

現象から本質的要因をピック・アップし，それを何ら

かのモデルに表現することはわれわれにも可能である.

本質を捉えたモデルを作成できれば，比較的信頼性の

ある，あえて俗な言い方をすれば，当たらずとも遠か

らずといった程度の予測には役立つのではないだろう

か.

最後に，本モテールの適用範囲について考えておく.

本モデルは耐久消費財の普及に買い替えを考慮したモ

デルであり，定常的に買い替えが行なわれている製品，

たとえば本例の乗用車のほかに洗濯機，冷蔵庫，テレ

ビ等にも適用できると考えられる.反面 1 回の購入

で済んでしまう程度にしか普及しなかった製品，たと

えばジューサ・ミキサー，ホームベーカリー，家庭用

餅っき機等は適用範囲外であろう.

5. おわりに

本稿では，買い替えを考慮した微分方程式による

1994 年 9 月号

新製品拡散モデルについて述べた.このモデルを高級

乗用車市場にあてはめてみると，現実の販売動向をか

なりよく表現できると考えられる結果が得られた.ま

た，本モデルを使って，過去の販売実績データから将

来の販売量を予測することを想定した計算も行なった

結果，不況という大きな経済変動のもとで 2 年あま

り先の販売動向の予測誤差は，約 25%であった.この

結果は，精度は十分ではないとしても，現実の消費者

行動を考慮した本モデルが，予測にもある程度の有効

性を持っていることを示しているといってよいであろ

7. 

しかし，本結果は，高級乗用車市場における 1 つの

ケースだけであり，実用的な販売予測ツールに仕上げ

ていくには，まだまだ多くの事例適用が必要と思われ

る.今後，本モデルの適用例を積み重ねていく予定で

あるが，たとえば，家電製品は，自動車のような販売

台数のデータが手に入りにくいという欠点がある.よ

いデータをお持ちの方は，ご連絡いただければ幸いで

ある.
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